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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第41期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第40期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 9,528,8989,153,12141,603,763

経常利益（千円） 1,485,4311,135,1807,667,024

四半期（当期）純利益（千円） 790,108 648,5714,246,897

純資産額（千円） 40,377,69539,204,68940,828,919

総資産額（千円） 45,970,99944,728,21045,678,833

１株当たり純資産額（円） 824.16 853.38 868.74

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 16.21 14.02 88.91

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 16.19 14.01 88.85

自己資本比率（％） 87.4 87.2 88.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,792,4993,244,0654,900,373

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△52,657 674,743△5,362,702

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,305,139△2,407,282△3,306,019

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 16,754,12414,003,70912,497,698

従業員数（人） 3,831 3,814 3,727

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 3,814 　

　（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,938    

　（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

システムソリューションサービス 7,241,435 △15.2

合計 7,241,435 △15.2

（注）１．金額は、システムソリューションサービス事業の内、ソフトウエア開発に係るものであります。

２．金額は、販売価格で表示しております。

３．金額は、消費税等を含んでおりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

システムソリューションサービス 8,840,208 △21.7 2,898,330 △42.8

合計 8,840,208 △21.7 2,898,330 △42.8

（注）１．受注高及び受注残高は、システムソリューションサービス事業の内、ソフトウエア開発に係るものでありま

す。

２．受注高及び受注残高は、消費税等を含んでおりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

システムソリューションサービス 8,601,066 △3.8

 
内訳

情報サービス 7,942,546 △5.0

 ソフトウエアプロダクト 658,519 12.9

人材派遣 464,861 △13.1

不動産賃貸 87,194 68.6

合計 9,153,121 △3.9

（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社UFJ日立システムズ 970,571 10.2 － －

２．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、当該割合が10％未満のため記載を省略しております。

３．金額は、消費税等を含んでおりません。　

４．株式会社UFJ日立システムズは、平成21年７月１日付けで合併により、社名が三菱UFJインフォメーションテ

クノロジー株式会社に変わっております。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成21年４月10日にNSDビル（大阪市中央区）の譲渡契約を締結しました。譲渡契約に関する概要は、次

のとおりであります。　　

（１）取締役会決議　 平成21年４月10日　

（２）譲渡の理由 当社が所有する固定資産を見直し、資産の有効活用を図り財務体質の強化を進める

　 ため。

（３）譲渡資産の内容　 　

資産の内容　 NSDビル　

所在地　 大阪市中央区高麗橋三丁目35番地１　

帳簿価額　 5,004百万円（平成21年３月末時点）　

譲渡価額　 6,800百万円　

現況　 事務所ビル（自用、一部賃貸）　

（４）譲渡先 譲渡先につきましては、契約上の都合により開示を控えさせていただきます。なお、

　 譲渡先と当社とは資本関係、人的関係はございません。

（５）譲渡時期　 平成21年11月（予定）　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第１四半期におけるわが国経済は、昨年後半からの急速な景気悪化により、企業収益の減少や個人消費の減退

など底が見えない状況が続いておりますが、一部の指標においては厳しいながらも下げ止まりを見せつつありま

す。

　情報サービス産業におきましては、企業の設備投資の減少により、IT投資の削減や先送りなどの影響で市場環境

は厳しい状況が続いております。

　このようななか、当社グループは厳しい受注状況に対応しつつ、受注案件のリスク管理の徹底ならびにシステム

エンジニアのスキルアップなどの付加価値向上を図るとともに、さらなる経費削減に取り組みました。

　しかしながら、システムエンジニアの稼働率の低下、ならびに契約単価ダウンの影響などにより、減収減益とな

りました。

　その結果、当社グループの連結業績は、以下のとおりとなりました。　

売上高　 9,153百万円　（前年同期比 3.9％減）　

営業利益　 1,078百万円　（前年同期比21.7％減）

経常利益　 1,135百万円　（前年同期比23.6％減）　

四半期純利益　 648百万円　（前年同期比17.9％減）　

　

事業のセグメント別の状況は、以下のとおりとなりました。

①システムソリューションサービス事業

・情報サービス事業（ソフトウエア開発事業とコンピュータ室運営管理事業）につきましては、金融業・製造

業など企業のIT投資の縮小・中断・先送りの影響ならびに、金融機関向け統合プロジェクトが昨年に終了し

た影響により、売上高は、7,942百万円（前年同期比5.0％減）となりました。

・ソフトウエアプロダクト事業につきましては、セキュリティ関連のソリューションを中心に積極的な営業展

開を行った結果、売上高は、658百万円（前年同期比12.9％増）となりました。

②人材派遣事業

　人材派遣事業につきましては、企業からの需要が減退し、売上高は464百万円（前年同期比13.1％減）となりま

した。

③不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業につきましては、自社所有不動産の有効利用を進めたことにより、売上高は87百万円（前年同期

比68.6％増）となりました。　
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末より1,506百万円増加し、14,003百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、3,244百万円の収入となりました。これは主に、その他の流動負債の増加

額が2,204百万円、売上債権の減少額が1,600百万円、税金等調整前四半期純利益が1,157百万円あったこと等によ

り資金が増加し、法人税等の支払額が1,039百万円、賞与引当金の減少額が535百万円あったこと等により資金が

減少したことによるものであります。前年同期と比べ収入が1,451百万円増加した主な要因は、売上債権の減少額

が1,324百万円減少したものの、法人税等の支払額が1,448百万円減少、たな卸資産の減少額が756百万円増加、そ

の他の流動負債の増加額が672百万円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入が751百万円あったこと等により、前年同期

と比べ727百万円収入が増加し、674百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,407百万円の支出となりました。これは主に、配当金の支払額1,402百

万円、自己株式の取得による支出1,000百万円等により資金が減少したものであります。前年同期と比べ支出が

1,102百万円増加した主な要因は、自己株式の取得による支出が999百万円増加したこと等によるものでありま

す。 

　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４百万円であります。なお、当第１

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却、売却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 51,172,160 51,172,160

 

東京証券取引所

（市場第一部）

 

　

単元株式数　

100株　

　　

計 51,172,160 51,172,160 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストック・オプションの内容は次のとおりで

あります。

株主総会の特別決議（平成17年６月29日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個）（注１） 58

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注２） 11,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
平成17年７月２日から

平成37年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　 1

資本組入額　　　　 1

新株予約権の行使の条件

(1）当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失

した日の翌日（以下、「権利行使開始日」とい

う。）から新株予約権を行使できる。

(2）前記(1)にかかわらず、平成36年６月30日に至るま

で新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった

場合には、平成36年７月１日から平成37年６月29日

までに限り新株予約権を行使できる。

(3）各新株予約権１個当たりの一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、200株であります。

　　　　２．平成19年１月30日開催の取締役会決議により、平成19年４月１日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」が調整されております。また、新株予約権１個につき目

的となる株式数は、200株に調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日

～　

　平成21年６月30日

－ 51,172 － 7,205,864 － 6,892,184
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（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから平成21年６月１日付の大量

保有報告書の写しの送付があり、平成21年６月１日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

（％）

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号      2,129  4.16  

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
804　　　　　　　　　　　　　

　　
1.57

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　　　　 　80  0.16  

株式会社泉州銀行 大阪府岸和田市宮本町26番15号            94  0.18  

　

（６）【議決権の状況】

　　　　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　4,419,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,654,800 　　466,548 －

単元未満株式 普通株式　　 98,060 － －

発行済株式総数 51,172,160 － －

総株主の議決権 － 466,548 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の

株式がそれぞれ300株（議決権３個）及び80株含まれております。

２．「単元未満株式」には当社所有の自己株式12株が含まれております。　　

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）                  

株式会社日本シス

テムディベロップ

メント

東京都新宿区西新

宿２丁目７番１号
4,419,300 － 4,419,300 8.64

計 － 4,419,300 － 4,419,300 8.64

（注）１．上記自己保有株式には、単元未満株式12株は含まれておりません。

２．当第１四半期末（平成21年６月30日）の自己株式は5,479,748株です。 
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 798 923 1,048

最低（円） 637 775 895

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,696,259 13,947,721

受取手形及び売掛金 5,344,817 6,944,820

商品及び製品 71,375 119,495

仕掛品 234,738 399,633

原材料及び貯蔵品 4,095 5,539

その他 803,142 691,157

貸倒引当金 △11,718 △16,333

流動資産合計 21,142,710 22,092,033

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 6,732,304

※1
 6,810,610

土地 6,930,132 6,930,132

その他（純額） ※1
 380,328

※1
 391,162

有形固定資産合計 14,042,765 14,131,905

無形固定資産

のれん 62,099 73,111

その他 184,259 206,960

無形固定資産合計 246,358 280,071

投資その他の資産

投資有価証券 5,044,345 4,811,481

その他 4,342,574 4,453,406

貸倒引当金 △90,542 △90,066

投資その他の資産合計 9,296,376 9,174,822

固定資産合計 23,585,500 23,586,799

資産合計 44,728,210 45,678,833

負債の部

流動負債

買掛金 530,430 914,013

未払法人税等 539,679 1,089,771

賞与引当金 － 535,935

役員賞与引当金 16,250 69,100

株主優待引当金 37,785 39,434

その他 3,513,870 1,276,649

流動負債合計 4,638,016 3,924,903

固定負債

退職給付引当金 740,030 722,037

役員退職慰労引当金 5,625 13,018

その他 139,848 189,954

固定負債合計 885,504 925,010

負債合計 5,523,521 4,849,914
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,205,864 7,205,864

資本剰余金 6,892,184 6,892,184

利益剰余金 34,005,567 34,759,591

自己株式 △6,635,947 △5,635,926

株主資本合計 41,467,669 43,221,714

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 62,992 △75,095

土地再評価差額金 △2,410,173 △2,410,173

為替換算調整勘定 △127,611 △120,331

評価・換算差額等合計 △2,474,792 △2,605,600

少数株主持分 211,811 212,804

純資産合計 39,204,689 40,828,919

負債純資産合計 44,728,210 45,678,833

EDINET提出書類

株式会社日本システムディベロップメント(E04822)

四半期報告書

14/23



（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 9,528,898 9,153,121

売上原価 7,271,945 7,237,832

売上総利益 2,256,952 1,915,289

販売費及び一般管理費

給料及び手当 309,498 266,098

役員賞与引当金繰入額 20,921 16,250

役員退職慰労引当金繰入額 1,190 607

福利厚生費 64,316 145,136

賃借料 132,349 106,675

減価償却費 48,388 47,787

研究開発費 2,529 4,083

その他 299,309 249,757

販売費及び一般管理費合計 878,503 836,396

営業利益 1,378,449 1,078,893

営業外収益

受取利息 1,822 15,264

受取配当金 38,740 29,483

受取家賃 62,283 31,092

為替差益 45,815 －

その他 13,971 11,560

営業外収益合計 162,633 87,400

営業外費用

支払利息 － 26

賃貸原価 38,375 20,933

原状回復費用 15,610 －

その他 1,665 10,153

営業外費用合計 55,652 31,113

経常利益 1,485,431 1,135,180

特別利益

貸倒引当金戻入益 8,097 4,614

賃貸契約解約違約金 － 28,770

その他 － 2,600

特別利益合計 8,097 35,985

特別損失

投資有価証券評価損 20,717 －

ゴルフ会員権評価損 － 13,196

その他 3,566 408

特別損失合計 24,284 13,604

税金等調整前四半期純利益 1,469,244 1,157,561

法人税等 675,215 505,519

少数株主利益 3,919 3,469

四半期純利益 790,108 648,571

EDINET提出書類

株式会社日本システムディベロップメント(E04822)

四半期報告書

15/23



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,469,244 1,157,561

減価償却費 132,260 128,476

のれん償却額 11,011 11,011

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,791 △4,615

賞与引当金の増減額（△は減少） △541,268 △535,935

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △62,079 △52,850

受注損失引当金の増減額（△は減少） △56,563 －

株主優待引当金の増減額（△は減少） △490 △1,648

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,287 17,992

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,190 △7,392

投資有価証券評価損益（△は益） 20,717 －

受取利息及び受取配当金 △40,562 △44,747

支払利息 － 26

売上債権の増減額（△は増加） 2,924,943 1,600,002

たな卸資産の増減額（△は増加） △541,854 214,457

その他の流動資産の増減額（△は増加） △76,108 △120,297

その他投資等の増減額(△は増加) 4,821 339

仕入債務の増減額（△は減少） △408,056 △383,582

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,228 80,859

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,531,237 2,204,069

その他 △125,359 △24,464

小計 4,239,353 4,239,263

利息及び配当金の受取額 40,562 38,386

利息の支払額 － △26

法人税等の還付額 － 5,509

法人税等の支払額 △2,487,416 △1,039,067

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,792,499 3,244,065

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,314 －

定期預金の払戻による収入 － 751,822

有形固定資産の取得による支出 △55,297 △73,715

有形固定資産の売却による収入 － 1,550

無形固定資産の取得による支出 △20,458 △7,404

敷金及び保証金の差入による支出 △131 －

敷金及び保証金の回収による収入 17,531 3,086

その他 7,012 △596

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,657 674,743

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,363,987 △1,402,585

自己株式の取得による支出 △259 △1,000,094

自己株式の売却による収入 59,961 62

その他 △855 △4,665

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,305,139 △2,407,282

現金及び現金同等物に係る換算差額 34,951 △5,514

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 469,653 1,506,011

現金及び現金同等物の期首残高 16,284,470 12,497,698

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,754,124

※
 14,003,709
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　　　連結の範囲の変更

　　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 　　　受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準の変更

　　　受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収基

準（完成基準）を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計

期間に着手したソフトウェアの開発契約から、当第１四半期連結会計期

間末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものについて

は、進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のものについ

ては、検収基準を適用しております。

これにより、売上高は615,020千円増加し、営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益はそれぞれ237,703千円増加しております。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　　　一部の子会社につきましては、前連結会計年度の実際実効税率を用いて計

算しております。

　　　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　　　税金費用につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　　　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は3,928,035千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は3,830,688千円であ

ります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成20年

６月30日現在）

現金及び預金勘定 16,988,822千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △234,698千円

現金及び現金同等物 16,754,124千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成21年

６月30日現在）

現金及び預金勘定 14,696,259千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △692,549千円

現金及び現金同等物 14,003,709千円

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　51,172,160株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 5,479,748株

  

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月13日

取締役会
普通株式 1,402,585 30 平成21年３月31日 平成21年６月８日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　事業の種類として「システムソリューションサービス事業」、「人材派遣事業」及び「不動産賃貸事業」に区

分しておりますが、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「システムソリュー

ションサービス事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

 

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　　事業の種類として「システムソリューションサービス事業」、「人材派遣事業」及び「不動産賃貸事業」に区

分しておりますが、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「システムソリュー

ションサービス事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

 

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 853.38円 １株当たり純資産額 868.74円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 16.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
16.19円

１株当たり四半期純利益金額 14.02円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
14.01円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 790,108 648,571

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 790,108 648,571

期中平均株式数（千株） 48,736 46,266

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 74 11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　　　　―――――― 　　　　――――――

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

――――――――　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

 

２【その他】

　平成21年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　1,402,585千円

（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　30円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成21年６月８日

（注）　平成21年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社日本システムディベロップメント

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　洋輔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本システ

ムディベロップメントの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20

年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本システムディベロップメント及び連結子会社の平成20年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

株式会社日本システムディベロップメント

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　洋輔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柳沼　聖一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本システ

ムディベロップメントの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本システムディベロップメント及び連結子会社の平成21年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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